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各章の概要は、以下の通りである。 















































 第 4 章は、巡回入浴サービスの成立過程を明らかにする。この部分は、研究史上著者に
よってはじめて経過が明らかにされたのである。1970 年 8 月、宇都宮市が栃木県庁と相談
しながら巡回入浴サービスを高齢者と障碍者の双方を対象に開始した。第一号車は、中型
バス（40 人乗り）に寝たまま入れる洋式浴槽を設置し、車内で入浴できるように改造した




























一回の全体研修、1982 年に第 1 回基礎研修、1987 年に第 1 回中級研修を行った。基礎研
修のコンテンツは、入浴の生理、技術、実習などであり 1999 年までに述べ 145 回行った。
中級研修のコンテンツは、基礎研修の修了者を対象に感染予防、症状別入浴法、入浴実習










 第 7 章は、A 社の各種事業が公共部門と海外に与えた影響を「有益性」として示す。厚
生省 (当時) の行政にそして社会福祉領域の他分野にさらに A 社の創設した資格制度が介
護職の国家資格の創設に影響を持ったこと、そして韓国における当該サービスの指導を述



























 本論文は 2015 年 9 月 26 日に大学院事務課に提出され、同年 10 月 13 日の公共政策研究
科市民社会ガバナンスコース教授会において、主査池田寛二、副査間島正秀、同公文溥の
構成で学位論文審査小委員会を組織し、審査することを決定した。審査小委員会は、2 回に

































調査研究論文としての統一性に関する不十分さである。第 1 章から第 4 章までの公共部門
を中心とした社会福祉政策の歴史と巡回入浴サービスの開始に至る部分の記述と分析は整
っているが、第 6 章の民間企業 A 社による事業になると、直接的に事業のソフト面の記述
と分析になっている。民間企業の事業への関心が、公共部門の施策の延長上に位置づけら
れており、民間企業独自の事業展開の視点が弱い。 
第二に、A 社が入浴設備の製造販売から独自にサービス事業を展開した経過の、組織的な
研究はなお十分ではない。A 社が、事業を拡張するさいに如何に組織を拡張したのか、その
点の情報収集と分析がかならずしも十分ではない。 
第三に、公共部門による入浴サービスの開始から民間部門による実行にいたる政策過程
に関して、さらなる調査が求められる。関連する情報の収集は簡単ではないと思われるが、
今後の調査に期待したい。 
第四に、地域巡回入浴サービスにおける民間企業、公共部門そしてボランティアの協力
関係について、整理することが望まれる。この分野における民間企業活動の意義は明らか
にされたが、そのうえで、公共部門およびボランティア活動との積極的な協力関係を如何
に築くかである。 
しかしながら、これらの点は、引き続き検討されるべき今後の研究作業の課題である。
公共部門と民間企業の関連という時宜を得た研究課題に対して、A 社による地域巡回入浴サ
ービスへの参入を事例にして関連する資料を体系的に収集し分析を加えた本論文の現代的
な意義を勘案すると、一定の価値を有する論文であると判断できる。 
 以上のような検討結果にもとづき、本審査小委員会は、全会一致をもって、提出論文が
博士（公共政策学）の学位に値するという結論に達した。 
